
 
 

令和 6 年 6 月 19 日 
国土交通省関東地方整備局 
⻤怒川ダム統合管理事務所 

 
 

「災害時における河川災害応急復旧業務に関する協定」 
          を締結しました。 

 

 関東地方整備局⻤怒川ダム統合管理事務所（事務所⻑：太⽥ 敏之）は、管理する区域に
おいて災害が発生した際、災害の拡大防止と被災施設の早期復旧を図るため、応急復旧業務
に関する協定を以下のとおり締結いたしました。 

 
 

 【概 要】 
１） 協定対象区間 ： ⻤怒川ダム統合管理事務所が管理する区域 
２） 協定の種類  ： 「一般土木」「測量･地質調査･調査検討･設計」 

「電気･通信設備」「ダム用機械設備」 
３） 協定締結期間 ： 協定締結日 から 令和９年３月３１日まで 

 
 

【締結会社】 別紙のとおり 
 
 
 
 
 
 

＜発表記者クラブ＞ 竹芝記者クラブ  神奈川建設記者会 栃木県政記者クラブ 
宇都宮市役所記者クラブ 日光記者クラブ 

＜問い合わせ先＞  
関東地方整備局 ⻤怒川ダム統合管理事務所 
電話：０２８−６６１−７７６４（代表） FAX：０２８−６６１−７７８４ 
副所⻑  椎名 紀幸（しいな のりゆき） （内線：２０４） 
調査課⻑ 城⽥ 健一（しろた けんいち） （内線：３５１） 

 



 
 
                                         別 紙 
○ 災害時における河川災害応急復旧業務に関する協定締結会社一覧 
 
【一般土木】 ： ７社 
 株式会社阿部工務店、磯部建設株式会社、株式会社栗⼭⼭本建設、⻫藤建設株式会社、 

株式会社野澤實業、株式会社浜屋組、株式会社藤⽥工務店 
 
【測量（地上測量）】 ： ２社 
 株式会社格和測量設計、株式会社新星コンサルタント 
 
【測量（空中写真測量）】 ： ５社 
 朝日航洋株式会社、アジア航測株式会社、国際航業株式会社、株式会社ナカノアイシステム、 

平和フィールド株式会社 
 
【地質調査】 ： ３社 
 川崎地質株式会社、国土防災技術株式会社、株式会社中央土木工学研究所 
 
【調査検討】 ： ４社 
 応用地質株式会社、株式会社建設環境研究所、株式会社建設技術研究所、日本工営株式会社 
 
【設  計】 ： ３社 
 株式会社協和コンサルタンツ、株式会社建設技術研究所、日本工営株式会社 
 
【電気・通信設備】 ： ３社 

千代⽥電興株式会社、テクノ産業株式会社、株式会社丸電 
 
【ダム用機械設備（ゲート設備）】 ： ３社 

株式会社ＩＨＩインフラ建設、佐藤鉄工株式会社、豊国工業株式会社 
 

                 （以上、五十音順） 
 


